
Connecting Markets East & West

2023年5月18日

インベスター・デー

野村ホールディングス株式会社

営業部門長

杉山 剛

© Nomura



0

5

10

15

20

25

30

0

20

40

60

80

100

120

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

ストック収入 フロー収入等 税前利益(右軸)

100.9 
107.1 

131.7 134.4 

35%
39%

49% 50%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

ストック収入 ストック収入費用カバー率

2023年3月期の振り返り

1

 内外要因により厳しい収益環境となる中、ストックビジネス拡大・コストコントロールは着実に進捗

対面／非対面それぞれでのサービス提供を望む
お客様のニーズが鮮明化

お客様のニーズに即した、
リソースの最適な配置には課題

1. 残高から発生する収入や継続的に発生する収入(投資信託、投資一任、保険、ローン、レベルフィー等)

2. 取引に付随して発生する収入(ブローカレッジ収入、コンサルティング関連収入)、ローン関連以外の金融収益等

不安定なマーケット環境下、特に上期の収益は低調
～“底”を乗り越え、下期はフロー収入等を中心に持ち直し

ストック資産純増は着実に拡大
～ストック収入費用カバー率も堅調に向上

ストック
資産純増
（10億円）

-580.8 -191.3 477.2 333.7

（10億円）
2

(10億円)
1



2025年3月期に向けて



営業部門のさらなる収益性向上に向けて

 お客様のニーズに沿ったセグメンテーションを実施し、適切にリソースを再配置することで、生産性を最大限高める

 当社の強みが最大限発揮される対面サービスの提供には、パートナー¹のリソースを大きく投下
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 お客様の複雑な悩みに対して、より

充実した深いサービスを提供するた

め、人員を拡大

 お客様の満足度を高めつつ、高い

レベルの信頼獲得を目指す

 運用パフォーマンス向上を通じた顧

客資産の拡大や、深い信頼をベー

スとした新しいお客様の獲得を推進

体制変更の狙い

 デジタルの活用を通じて、より多くの

お客様に持続的な形で心地よい

サービスを提供

 利便性が高いサービスの提供や、

効率・効果的なマーケティングを通

じて、顧客預り資産の拡大を目指す

対面
ニーズ

非対面
ニーズ

主なお客様のニーズ

 インフレや円安、地政学リスクといった
市場環境に対応した資産保全

 本業支援、自社株売却資金の運用、
オーナーのキャッシュフロー確保、法
人資金の管理

 後継者問題、事業承継、次世代への
資産承継、相続、遺産整理

 中長期的な資産形成

 インフレや円安、地政学リスクといった
市場環境を踏まえた情報やアドバイス

 オンラインでのライトタッチなサービス

 インフレや円安、地政学リスクといった
市場環境に対応した資産保全

 次世代への資産承継、相続、遺産整
理

 不動産等、金融資産以外の資産を含
めた全資産に対するコンサルティング

顧客属性・当社カバー体制の変化

約3,200人 約4,800人

パートナー
数

約1,800人

約200人

デジタル

2023年3月期 2024年3月期

パートナー
数WM/

法人･

オーナー

富裕層

マス

アフルエント

1. 当社では最も信頼できるパートナーとしてお客様に選ばれる金融サービスグループでありたいとの思いから営業担当者を「パートナー」と呼称



2022年3月期/

3月末(実績)

2023年3月期/

3月末(実績)

2025年3月期/

3月末(KPI)

ストック資産 19.6兆円 18.7兆円 21.6兆円

ストック資産純増 4,772億円 3,337億円 8,000億円

フロービジネス顧客数 150.5万件 144.6万件 146万件

職域サービス提供数 335.7万 348.9万 366万

2025年3月期に向けたKGI/KPI

1. 残高から発生する収入や継続的に発生する収入(投資信託、投資一任、保険、ローン、レベルフィー等)

2. 取引に付随して発生する収入(ブローカレッジ収入、コンサルティング関連収入)、ローン関連以外の金融収益等 4

KGIを達成する
為のKPI

収益

税前利益
(KGI)

目標達成に向けたポイント2025年3月期に向けた定量目標

 対面ビジネスを中心にトップラインの引き上げを実現していく

 コストコントロールは継続、安定的に利益を残すことができる収益構造への転換を急ぐ

2023年
3月期
(実績)

2025年
3月期に
向けて

2023年
3月期
(実績)

2025年
3月期に
向けて

（10億円） ストック収入
1,500億円以上

 対面ビジネスを中心に、お客様のニーズに

合わせてカスタマイズされたポートフォリオ

運用サービスを提供

 安定的な収益基盤の確立を目指す

フロー収入等
2,000億円以上

 対面ニーズのお客様を中心に、既存のお

客様へのビジネス深化・新規のお客様の

獲得を通じて、大幅な拡大を目指す

 お客様のニーズに合わせた組織体制の下

で、専門性の高いサービスを提供

費用

 収支構造改革プロジェクトで削減項目を特

定して、コストコントロールを推進

＜収益＞ ＜税前利益＞

フロー収入等2ストック収入1 360.0 95.0

59.2 

33.5 

2022年

3月期

（実績）

2023年

3月期

（実績）

2025年

3月期

（計画）

（10億円）

2.6

-30.4



KGI/KPI達成に向けた取り組み

 KGI/KPI達成に向けたキードライバーは、対面サービスのスケールおよび収益性の向上

 マスアフルエント領域では、少ない人員数で生産性高くサービスを提供し、中長期的な成長軌道に乗せていく
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KGI/KPI達成に向けた取り組み

WM/

法人・
オーナー

マス
アフル
エント

 WMと法人・オーナー領域

の一体運営により、総勢

600名の国内最大規模の

PB部隊を実現

 デジタルとパートナーを組

み合わせたサービス提供を

実現する体制を新設

 お客様のニーズに応える

べく、サービス提供･カバ

レッジの在り方を刷新

 拡大する富裕層マーケット

における顧客ニーズに応え

るべく、大幅に人員を拡大

(パートナー

約4,200名を配置)

富裕層

 部門内外の連携による未上場・ベンチャー企業

のカバレッジ拡大、ターゲット企業への戦略的

アプローチ等により、顧客基盤を拡大

 お客様の関心が高いソリューションを中心にグ

ループワイドでレベルを引き上げること（プライ

ベート商品の拡充等）により、 付加価値の高い

ビジネスを具現化

 幅広いお客様とのタッチポイントを持ちつつ、

少ない人員数でも、デジタルを活用した効率的

な体制下において、高い生産性を実現

 オンラインサービスやアプリの拡充等、デジタル

の活用を通じて、お客様に利便性が高い形で

プロダクト・ソリューションを提供

 パートナー1人当たりの担当口座数の適正化に

より、お客様満足度を向上させ収益性を向上。

紹介等を通じた新規開拓も一層加速

 ソリューション・サービス提供体制を高度化し、

富裕層のお客様の関心が高いアセットの

ラインナップを拡充

人員・組織 戦略

対面サービスのスケールに向けて

集約された
全国37拠点

• IB連携による
カバレッジ強化

• 航空機リース
ビジネス

• 不動産ビジネス

• ローンビジネス
等

超富裕層・企業オーナーのニーズに応えるべく
野村グループのリソースと専門性を結集

本
社
専
門
部
署

グループワイドの連携
による付加価値向上

担当口座数の適正化により、富裕層ビジネスを拡大

パートナー
の生産性

担当
口座数

既存のお客様を大量に担当
• 充分な時間を充当できず満足度低下や
離脱に繋がる

担当口座数の最適化により顧客満足度を高める
• 高い満足度を背景とする継続的なビジネスを実現
• 深い信頼に基づく新規顧客獲得につながる

＜目指すパートナーのリソース配分（概念図）＞

国内最大級のPB部隊
を通じた高度なサービス提供

• 高度なニーズへの
柔軟なサポート

• 専門部署による
ダブルカバー



309.8 

290.0 
286.9 

276.5 

268.7 
266.7 

2018年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期

2023年

3月期

2025年

3月末

目標

部門の費用推移

コスト戦略
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コスト削減の
主な取り組み
（6割程度の削減
項目を特定）

 外部委託の抑制や通信費の見直し等による販管費
の削減

 空中店舗化やオフィスフロア返却等による不動産
費の削減

 人的アロケーションの最適化、ペイフォーパフォー
マンスの徹底等による人件費の削減 等

収入増・
インフレ等に伴う
費用増加要因

＜収入増に伴う費用増加要因＞

 提携先の地域金融機関への業務委託報酬支払い

 業績連動の賞与 等

＜インフレ等に伴う費用増加要因＞

 円安進行・資源高・光熱費高騰等のインフレ影響
等

2025年3月末に向けて200億円程度のコスト削減策を積み上げ

（10億円）

2025年3月末までに
コスト水準を引き下げ

 2025年3月末までの200億円程度のコスト削減に対して6割程度の削減項目を特定。今期より本格的な削減効果を見込む

 デジタル投資等、ビジネス拡大に必要な投資は行いつつコスト・コントロールを実現

インフレ等に
よる費用増

収入増に
伴う費用増

約300億円の
コスト削減

更なるコスト・
コントロール



持続的な成長に向けた中期戦略
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持続的な成長に向けた中期戦略

～拡大する富裕層マーケットにおける圧倒的なブランドの確立

 対面ビジネスをサステナブルに成長させ、持続的な収益構造を構築。ストック収入費用カバー率70%の達成を目指す

 新NISAをはじめとする資産所得倍増の機運を捉え、持続的な成長に向け顧客基盤の拡大を実現
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拡大する富裕層マーケットにおける圧倒的なブランドの確立

 富裕層・超富裕層における純金融資産総額の増加が続く

 事業オーナーをはじめとする将来の富裕層候補は相談相手として金融機関を信頼

＜富裕層・超富裕層の純金融資産推移＞
(兆円)

＜富裕層マーケットの拡大1 ＞

マーケットへのアプローチ（概念図）

持続的な成長を実現するための戦略

対面ビジネス

 富裕層・超富裕層の純金融資産総額は増加しており、ビジネス

ポテンシャルは今後も拡大を見込む

 ターゲティングを明確にしたうえで、継続的に新規開拓へ取り組

むことで、対面ビジネスにおけるシェア拡大を狙う

 株主還元強化や企業価値向上に向けた取り組みが加速する

中、企業オーナー向けのサービス提供を強化

職域ビジネス

 職域では、従業員とのビジネス早期化を進めて、顧客拡大パイプ

ラインとしてのビジネスポテンシャルを最大限引き出す

アライアンス

 それぞれの地域に適したアライアンスの形を地域金融機関と実

現することで、顧客基盤の拡大・収益性の向上を実現

1. 野村総合研究所、日本の富裕層は149万世帯、その純金融資産総額は364兆円と推計 | ニュースリリース | 野村総合研究所(NRI)

職域

超富裕層

富裕層

準富裕層

アッパーマス層

マス層

純金融資産
純金融資産比率(右軸)

アライ
アンス

対面
ビジネス
の強化



持続的な成長に向けた中期戦略

～非対面ビジネスモデルの確立による持続的なサービス提供

 RX（リテールトランスフォーメーション）を通じて、お客様のニーズに即した持続的なサービス提供体制を構築していく
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デジタルとパートナーを組み合わせたサービス提供を実現する体制の構築

先行実施で見えてきたことニーズ喚起対象先選定 定期的なフォロー 提案

従来

今後
（デジタル・
カスタマー
サービス部）

 データ活用による顧客

ターゲティングを行い、

アプローチ

 アプリやオンラインサービス等を通じて、情報提供

や定期的なフォローを実施

 高度なデジタルマーケティングを実施

 利便性の高いサービスを通じて、お客様自身が自

発的に状況確認

 パ―トナーが提案

（リモート対応のみ）

パートナーがお客様への付加価値提供に一層フォーカスすることで

少ない人員数でも、お客様のニーズを満たしていく

アプリやオンラインサービス等のサービス提供を通じて、

お客様の利便性を向上させていく

 パートナー自身が

対象先を選定して

アプローチ

 パートナーが情報提供・状況報告  パ―トナーが提案

先行実施で確認できた事項

 お客様のニーズとの合致

 お客様の価値観変容により、

リモート形式やデジタルサービス

への受容性が高まり、

利便性を感じるお客様が増加

 サービスを提供できる顧客数の増大

 パートナーのリソースを

人としての付加価値が発揮される

業務に集中させることで、

対応顧客数が増加

人数を減らしながらも、

お客様の満足度を保つことが可能



職域ビジネスの拡大
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 職域サービスの提供により、持続的な顧客基盤を構築。資産所得倍増プランを踏まえて、投資の裾野拡大にも貢献

 証券口座を開設したお客様へのビジネス拡大を通じて、部門の中長期的な成長に繋げる

職域
サービス
による
接点拡大

証券口座
開設

稼働化

メイン化

野村證券口座の収益拡大2

職域サービス提供数の拡大1

 インセンティブプランの提供強化や金融経済教育プログラムの提供を通じて、企業の人的資本強化をサポート

 資産所得倍増プラン・新NISA開始を踏まえ、現役世代の資産形成サポートを強化

 職域由来の口座開設導線の整備や顧客ターゲティングによって、証券口座開設を推進

上場企業・中堅企業等

野村證券口座保有者

本支店
口座

ネット＆
コール口座

3,489 

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

3,600

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

＜職域サービス提供数の推移＞（1,000件）

職域サービス提供数の内訳
(2023年3月末：総数 3,489千件)

職域
由来口座
(残あり)

約1,053

千件

 一定の背景金融資産を持つお客様を中心に、退職金

を含む金融資産の運用や資産形成をサポート

 RS口座等、重点企業の役員･幹部社員は、専門チー

ムが各々のニーズに合致した資産形成をサポート

富裕層

 お客様のニーズを踏まえて、

デジタルマーケティングを活用

しつつ、利便性が高いサービス

提供を実現

将来富裕層

役職員

持株会

RS

企業型DC

職場つみたて
NISA

職場iDeCo



最終

合意時(2行)

2023年3月末 2023年3月末

+新規連携

 成果を最大化すべく、営業体制は地域の状況や特性に合わ
せて最適化

 システムを含めたミドルバックは、可能な限り共通化すること
で効率性を追求

 上記により、収益性の向上に取り組みつつ、双方がWin-Win

のアライアンスを実現

アライアンスを通じたストックビジネスの拡大

 山陰合同銀行、阿波銀行との包括的業務提携は、厳しいマーケット環境の中でも着実に拡大

 地域の特性や置かれている状況等に応じて、その地域に適したアライアンスを模索
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包括的業務提携の成果地域に合わせたアライアンス展開

山陰合同銀行 阿波銀行 大分銀行 福井銀行

営業開始 2020年9月 2021年4月 2023年3月 2023年5月

体制

営業支援 業務支援 商品・サービス 法人ビジネス 地方創生

 投資情報

 研修

 ツール 他

 ルール設計

 モニタリング

 ヘルプデスク
他

 株式

 債券

 投資信託

 投資一任
他

 事業承継

 M&A

 職域 他

 金融経済
教育

 サーチ
ファンド

 SDGs 他

口座管理等

顧客基盤の拡大

協働を通じた相乗効果を発揮

 地域のお客様の課題解決を通じた預り資産の拡大を実現

 2023年3月期の投信純増、投資一任純増は、計400億円超

 ストック収入は順調に拡大し、高いストック収入比率を実現

54%33%

アライアンス開始前 2023年3月期

ストック収入比率3

地域の状況や特性に合わせた営業体制

1.25兆円

1. ごうぎん証券の顧客口座および山陰合同銀行の証券顧客口座、阿波銀行の証券顧客口座、野村證券 松江・米子・徳島支店の合計
2. 大分銀行の証券顧客口座、福井銀行の証券顧客口座、野村證券の大分支店、福井支店の合計からの想定
3. アライアンス開始前：両行提携前である2019年度の松江・米子・徳島支店におけるストック収入比率、2023年3月期：2023年3月期の山陰合同銀行、阿波銀行におけるストック収入比率

＜アライアンス：預り資産推移＞

今後さらなる
預り資産

拡大を目指す1.4兆円

0.7兆円

1.4兆円

山陰合同銀行、阿波銀行との連携 1

大分銀行、福井銀行との連携 2
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